
- 1 - 

 

 

第１２２号                    池 田 市 公 報          令和８年（２０２６年）８月１日 

 

 

池田市公報 
第 122号 

発行所 池田市役所 

発行者 池田市長 瀧 澤 智 子 

編 集 総合政策部 法制課 

令和８年８月１日発行 

 
 
 
 

  条  例 

○ 池田市市税条例の一部を改正する条例･･･････････････････････････････････････････････････････････････････   3 

○ 共同利用施設条例の一部を改正する条例･････････････････････････････････････････････････････････････････   3 

○ 池田市地域会館条例･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････   3 

○ 職員の退職手当に関する条例及び池田市立幼稚園型認定こども園の教育職員の退職手当に関する条例の一部 

を改正する条例･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････   9 
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○ 池田市ラブホテル建築規制条例の一部を改正する条例･････････････････････････････････････････････････････  11 

 

規  則 

○ 児童福祉法による助産・母子保護の実施及び措置保育の費用の徴収に関する規則の一部を改正する規則･････････  11 

○ 池田市国民健康保険条例施行規則の一部を改正する規則･･･････････････････････････････････････････････････  11 
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本号には、令和８年４月２日から令和８年７月１日までに公布等をした条例及び規則のほか、市議会の規程並びに公平

委員会及び教育委員会の規則を登載しています。 

 

   



- 3 - 

 

 

 

 

 

 

池田市市税条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 令和８年５月１８日 

          池田市長 瀧 澤 智 子 

池田市条例第２１号 

池田市市税条例の一部を改正する条例 

池田市市税条例（平成１７年池田市条例第２２号）の一部を次のように改正する。 

附則第１３条の２第３項から第６項までの規定中「３分の１以上３分の２以下の範囲内において市長が定める割合」を「２分の１」

に改め、同条第７項中「２分の１以上１０分の７以下の範囲内において市長が定める割合」を「５分の３」に改め、同条第８項及び

第９項中「２分の１以上６分の５以下の範囲内において市長が定める割合」を「３分の２」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

                                                            

共同利用施設条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 令和８年６月２９日 

          池田市長 瀧 澤 智 子 

池田市条例第２２号 

共同利用施設条例の一部を改正する条例 

共同利用施設条例（昭和４４年池田市条例第１８号）の一部を次のように改正する。 

第１条第２項中「前項の施設」を「共同利用施設」に改め、同項の表共同利用施設池田市立旭丘会館の項及び共同利用施設池田市

立花園会館の項を削る。 

附 則 

この条例は、令和９年４月１日から施行する。 

 

                                                            

池田市地域会館条例をここに公布する。 

  令和８年６月２９日 

           池田市長 瀧 澤 智 子 

池田市条例第２３号 

池田市地域会館条例 

（設置） 

第１条 地域におけるコミュニティの活動及び交流の促進を図り、まちづくりのにぎわいを創出し、もって暮らしやすく、個性豊か

で活力に満ちた地域社会の実現に寄与するため、本市に池田市地域会館（以下「会館」という。）を設置する。 

（名称及び位置） 

第２条 会館の名称及び位置は、次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

条   例 

 

名称 位置 

池田市立上池田会館 池田市上池田１丁目９番１９号 

池田市立城南会館 池田市城南１丁目８番２２号 

池田市立池田駅前北会館 池田市菅原町３番１―３０５号 

池田市立桃園会館 池田市桃園１丁目９番１２号 

池田市立桃園南会館 池田市桃園２丁目２番５号 

池田市立姫室・室町会館 池田市姫室町３番１号 

池田市立池田駅前南会館 池田市呉服町１番１―２１１号 

池田市立呉服会館 池田市呉服町１１番１号 

池田市立宇保会館 池田市宇保町５番１７号 

池田市立神田北会館 池田市神田１丁目２８番２７号 

池田市立脇塚会館 池田市神田２丁目１８番３２号 
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（開館時間及び休館日） 

第３条 会館の開館時間及び休館日は、規則で定める。 

（指定管理者による管理） 

第４条 会館（池田市立桃園南会館及び池田市立脇塚会館（以下これらを「直営会館」という。）を除く。次条、第９条第２項及び

第１０条第４号において同じ。）の管理は、法人その他の団体であって地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第

３項の規定に基づき、市が指定するもの（以下「指定管理者」という。）に行わせる。 

（指定管理者が行う業務） 

第５条 指定管理者は、次に掲げる業務を行うものとする。 

(1) 別表第１から別表第４までに掲げる会館の施設（附則第５項を除き、以下「施設」という。）の使用の許可に関する業務 

(2) 会館の管理に関する業務 

（指定管理者の指定の申請） 

第６条 第４条の規定による指定を受けようとするものは、事業計画書その他市長が必要と認める書類を市長に提出しなければなら

ない。 

（指定管理者の指定） 

第７条 市長は、前条の規定による申請があったときは、同条の規定により提出された書類を審査した上で指定管理者の候補者を選

定し、議会の議決を経て指定管理者を指定しなければならない。 

（指定の取消し等に係る賠償） 

第８条 地方自治法第２４４条の２第１１項の規定に基づき、指定を取り消し、又は期間を定めて管理の業務の全部又は一部の停止

を命じた場合において、指定管理者に損害が生じても、市は、その賠償の責めを負わない。 

（使用の許可） 

第９条 施設を使用しようとするものは、規則で定めるところにより指定管理者に申請し、許可を受けなければならない。許可を受

けた事項を変更しようとするときも、同様とする。 

２ 指定管理者は、前項の許可に当たり会館の管理上必要があると認めるときは、その使用について条件を付することができる。 

（使用の制限） 

第１０条 指定管理者は、施設の使用が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、その使用を許可しない。 

(1) 公の秩序又は善良な風俗を乱すおそれがあると認めるとき。 

(2) 建物、附属設備又は備品を毀損し、汚損し、又は滅失するおそれがあると認めるとき。 

(3) 池田市暴力団の排除に関する条例（平成２３年池田市条例第２０号）第２条第１号に規定する暴力団の利益になると認めると

き。 

(4) 前３号に掲げるもののほか、会館の管理上支障があると認めるとき。 

（使用料） 

第１１条 施設の使用の許可を受けたもの（以下「使用者」という。）は、別表第１から別表第４までに定める使用料を前納しなけ

ればならない。ただし、市長が特別の理由があると認める場合は、前納によらないで納付することができる。 

２ 市長は、規則で定めるところにより、使用料を減免することができる。 

池田市立早苗の森会館 池田市神田４丁目７番２号 

池田市立宮之原会館 池田市神田４丁目１０番１０号 

池田市立住吉会館 池田市住吉２丁目３番２４号 

池田市立空港会館 池田市空港１丁目１１番４号 

池田市立豊島北会館 池田市豊島北１丁目７番１７号 

池田市立石橋北会館 池田市石橋２丁目４番１６号 

池田市立石橋会館 池田市石橋４丁目６番２号 

池田市立井口堂北会館 池田市井口堂１丁目６番４号 

池田市立鉢塚会館 池田市鉢塚２丁目８番５号 

池田市立秦野会館 池田市旭丘１丁目９番Ｇ―１０１号 

池田市立荘園会館 池田市荘園１丁目７番１３号 

池田市立渋谷会館 池田市渋谷３丁目３番１８号 

池田市立五月丘会館 池田市五月丘２丁目４番１号 

池田市立南畑会館 池田市畑１丁目７番４号 

池田市立伏尾台西会館 池田市伏尾台１丁目１８８番地 

池田市立伏尾台中央会館 池田市伏尾台３丁目４番地の３ 
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（使用料の不還付） 

第１２条 納付された使用料は、還付しない。ただし、市長は、特別な事由があると認めるときは、規則で定めるところにより、当

該使用料の全部又は一部を還付することができる。 

（使用の許可の取消し等） 

第１３条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当するときは、使用者に対し、施設の使用の許可を取り消し、その使用を制限し、

若しくは中止させ、又は退去を命ずることができる。 

(1) 使用者がこの条例又はこの条例に基づく規則の規定に違反したとき。 

(2) 使用者が第９条第２項の規定により付した条件に違反したとき。 

(3) 使用者が虚偽その他不正の手段により使用の許可を受けたとき。 

(4) 施設の使用が第１０条各号のいずれかに該当したとき。 

(5) 災害その他不可抗力により管理上緊急やむを得ない事由が発生したとき。 

２ 前項の規定により使用の許可を取り消し、使用を制限し、若しくは中止させ、又は退去を命じた場合において、使用者に損害が

生じても、市及び指定管理者は、その賠償の責めを負わない。 

（使用の権利の譲渡等の禁止） 

第１４条 使用者は、施設の使用の権利を他に譲渡し、又は使用の許可を受けた施設を他人に使用させてはならない。 

（特別の設備の設置等） 

第１５条 使用者は、施設の使用に当たり、特別の設備を設置し、又は備付けの器具以外の器具を搬入しようとするときは、あらか

じめ指定管理者の許可を受けなければならない。 

（原状回復の義務） 

第１６条 使用者は、施設の使用が終わったとき又は第１３条第１項の規定により使用の許可を取り消され、使用を制限され、若し

くは中止させられ、又は退去を命ぜられたときは、直ちに施設その他附属設備等を原状に回復しなければならない。ただし、災害

その他特別な理由により直ちに原状に回復することが困難な場合は、この限りでない。 

２ 使用者が前項の規定による義務を履行しないときは、指定管理者においてこれを執行し、その費用を使用者から徴収する。 

（損害賠償の義務） 

第１７条 建物、附属設備若しくは備品を毀損し、若しくは滅失し、若しくは施設の使用の許可の期限が満了しても使用を終えず、

又は第１５条の規定により設置した特別の設備若しくは搬入した備付けの器具以外の器具を撤去しないことにより、市に損害を与

えたものは、その損害を賠償しなければならない。ただし、市長は、特別な理由があると認めるときは、賠償を免除することがで

きる。 

（直営会館への準用） 

第１８条 第９条から第１１条まで及び第１３条から前条までの規定は、直営会館について準用する。この場合において、第９条第

１項中「施設」とあるのは「別表第１に掲げる直営会館の施設（以下「施設」という。）」と、同条、第１０条、第１３条第１項、

第１５条及び第１６条第２項中「指定管理者」とあるのは「市長」と、第９条第２項及び第１０条第４号中「会館」とあるのは

「直営会館」と、第１１条第１項中「別表第１から別表第４までに」とあるのは「別表第１に」と、第１３条第１項第２号中「第

９条第２項」とあるのは「第１８条において読み替えて準用する第９条第２項」と、同項第４号中「第１０条各号」とあるのは

「第１８条において読み替えて準用する第１０条各号」と、同条第２項中「市及び指定管理者」とあるのは「市」と、第１６条第

１項中「第１３条第１項」とあるのは「第１８条において読み替えて準用する第１３条第１項」と、前条中「第１５条」とあるの

は「次条において読み替えて準用する第１５条」と読み替えるものとする。 

（委任） 

第１９条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和９年４月１日から施行する。ただし、附則第３項から第５項までの規定は、公布の日から施行する。 

（池田市立コミュニティセンター条例及び池田市立石橋会館条例の廃止） 

２ 次に掲げる条例は、廃止する。 

(1) 池田市立コミュニティセンター条例（昭和５２年池田市条例第２７号） 

(2) 池田市立石橋会館条例（平成３０年池田市条例第３９号） 

（準備行為） 

３ 指定管理者の指定の手続その他の行為は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前においても、第６条から第８条ま

での規定の例により行うことができる。 

４ 施設の使用に係る行為は、施行日前においても、第９条から第１５条までの規定の例により行うことができる。この場合におい

て、第９条、第１０条、第１３条第１項及び第１５条中「指定管理者」とあるのは「市長」と、第１３条第２項中「市及び指定管

理者」とあるのは「市」と、第１４条中「譲渡し、又は使用の許可を受けた施設を他人に使用させて」とあるのは「譲渡して」と

読み替えるものとする。 

５ 別表第１に掲げる直営会館の施設の使用に係る行為は、施行日前においても、第１２条並びに第１８条において読み替えて準用
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する第９条から第１１条まで及び第１３条から第１５条までの規定の例により行うことができる。 

（議会の議決に付すべき公の施設の廃止又は長期かつ独占的な利用に関する条例の一部改正） 

６ 議会の議決に付すべき公の施設の廃止又は長期かつ独占的な利用に関する条例（昭和３９年池田市条例第７号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第２条中第２１号を削り、第２２号を第２１号とし、第２３号から第３４号までを１号ずつ繰り上げ、第３５号を削り、第３６

号を第３４号とし、第３７号を第３５号とし、第３８号を第３６号とし、同条に次の１号を加える。 

(37)地域会館 

（池田市立多世代交流センター条例の一部改正） 

７ 池田市立多世代交流センター条例（令和８年池田市条例第２号）の一部を次のように改正する。 

附則第５項のうち議会の議決に付すべき公の施設の廃止又は長期かつ独占的な利用に関する条例第２条に１号を加える改正規定

中「(39)」を「(38)」に改める。 

附則第６項のうち池田市暴力団の排除に関する条例別表中２３の項を２４の項とし、４の項から２２の項までを１項ずつ繰り下

げ、３の項の次に次のように加える改正規定中「２３の項を２４の項」を「２２の項を２３の項」に、「２２の項まで」を「２１

の項まで」に改める。 

 （共同利用施設条例の一部改正） 

８ 共同利用施設条例（昭和４４年池田市条例第１８号）の一部を次のように改正する。 

  第１条第２項の表を次のように改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第４条中「（共同利用施設池田市立脇塚会館及び共同利用施設池田市立桃園南会館（以下「直営施設」という。）を除く。）」

を削る。 

  第５条中「（直営施設にあっては、市長。第１０条及び第１１条において同じ。）」を削る。 

  第１０条中「共同利用施設」の次に「（共同利用施設池田市立神田会館及び共同利用施設池田市立豊島南会館の学習室を除

く。）」を加える。 

 （共同利用施設の目的外使用に関する使用料条例の一部改正） 

９ 共同利用施設の目的外使用に関する使用料条例（昭和６０年池田市条例第８号）の一部を次のように改正する。 

  別表を次のように改める。 

 別表（第２条関係） 

  共同利用施設目的外使用料 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名称 所在地 

共同利用施設池田市立北神田会館 池田市神田２丁目２１番２８号 

共同利用施設池田市立神田会館 池田市神田３丁目５番１６号 

共同利用施設池田市立河原島会館 池田市神田３丁目５番２１号 

共同利用施設池田市立中之嶋会館 池田市神田３丁目８番１２号 

共同利用施設池田市立豊島南会館 池田市豊島南１丁目８番５号 

 

時間区分 

施設名及び室名 

午前①・午前② 午後①・午後②・

午後③・午後④ 

共同利用施設池田市立北神

田会館、共同利用施設池田

市立河原島会館及び共同利

用施設池田市立中之嶋会館 

小会議室 ３００円 ４５０円 

休養室 ３５０円 ４５０円 

共同利用施設池田市立神田

会館館 

保育室 ４００円 ５５０円 

大集会室 ８００円 １，０５０円 

大集会室（半分） ４００円 ５２５円 

休養室 ５００円 ７００円 

共同利用施設池田市立豊島

南会館 

保育室 ４００円 ５５０円 

大集会室 １，２００円 １，６００円 

大集会室（半分） ６００円 ８００円 

小会議室 ３００円 ４５０円 

休養室 ５００円 ７００

円 

料理実習室 ３００円 ４００

円 
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備考 

１ 時間区分は、次のとおりとする。 

(1) 午前① 午前９時から午前１０時３０分まで 

(2) 午前② 午前１０時３０分から正午まで 

(3) 午後① 午後１時から午後３時まで 

(4) 午後② 午後３時から午後５時まで 

(5) 午後③ 午後６時から午後８時まで 

(6) 午後④ 午後８時から午後１０時まで 

２ 使用者が市民（池田市みんなでつくるまちの基本条例（平成１７年池田市条例第２１号）第２条第２号に規定する市民を

いう。以下同じ。）以外のものの場合（備考４に規定する場合を除く。）の使用料の額は、上表に掲げる額の１．５倍の額

とする。 

   ３ 入場料その他これに類する対価を徴収する場合（備考４に規定する場合を除く。）の使用料の額は、上表に掲げる額の２

倍の額とする。 

４ 使用者が市民以外のものの場合で、入場料その他これに類する対価を徴収するときの使用料の額は、上表に掲げる額の３

倍の額とする。 

（池田市暴力団の排除に関する条例の一部改正） 

１０ 池田市暴力団の排除に関する条例の一部を次のように改正する。 

別表５の項中「池田市立コミュニティセンター条例（昭和５２年池田市条例第２７号）」を「池田市地域会館条例（令和８年池

田市条例第２３号）」に改め、同表中２２の項を削り、２３の項を２２の項とする。 

別表第１（第５条、第１１条関係） 

会館（池田市立池田駅前北会館、池田市立池田駅前南会館、池田市立石橋会館、池田市立伏尾台西会館及び池田市立伏尾台中央会

館を除く。）の使用料の料金区分 

  

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 休養室 ５００円 ７００円 

料理実習室 ３００円 ４００円 

 

施設名 

 

会館名 

保育室 大集会室 
大集会室

（半分） 
小集会室 休養室 料理実習室 

池田市立上池田会館 ア ウ オ キ コ サ 

池田市立城南会館 ア ウ オ キ コ ― 

池田市立桃園会館 イ エ カ ― ケ シ 

池田市立桃園南会館 ア ― ― ― ケ ― 

池田市立姫室・室町会館 イ エ カ ― コ シ 

池田市立呉服会館 イ ウ オ ク ケ シ 

池田市立宇保会館 ア エ カ ― コ シ 

池田市立神田北会館 ア エ カ ク ケ ― 

池田市立脇塚会館 ア ウ オ ― ケ シ 

池田市立早苗の森会館 ア エ カ ― コ シ 

池田市立宮之原会館 ― ― ― ク ケ ― 

池田市立住吉会館 ア エ カ キ コ シ 

池田市立空港会館 イ エ カ ― コ サ 

池田市立豊島北会館 イ ウ オ キ ケ ― 

池田市立石橋北会館 ア エ カ ― ケ シ 

池田市立井口堂北会館 ア ウ オ キ ケ サ 

池田市立鉢塚会館 ア エ カ ― ケ シ 

池田市立秦野会館 イ ウ オ キ ケ ― 

池田市立荘園会館 ア ウ オ ― ケ ― 

池田市立渋谷会館 イ エ カ ― ケ シ 

池田市立五月丘会館 ア エ カ ― ケ シ 
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備考 上表に掲げる使用料の料金区分に適用する使用料の額については、付表に定めるとおりとする。 

付表 

  料金区分に係る使用料の額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 

１ 時間区分は、次のとおりとする。 

(1) 午前① 午前９時から午前１０時３０分まで 

(2) 午前② 午前１０時３０分から正午まで 

(3) 午後① 午後１時から午後３時まで 

(4) 午後② 午後３時から午後５時まで 

(5) 午後③ 午後６時から午後８時まで 

(6) 午後④ 午後８時から午後１０時まで 

２ 使用者が市民（池田市みんなでつくるまちの基本条例（平成１７年池田市条例第２１号）第２条第２号に規定する市民を

いう。以下同じ。）以外のものの場合（備考４に規定する場合を除く。）の使用料の額は、上表に掲げる額の１．５倍の額

とする。 

   ３ 入場料その他これに類する対価を徴収する場合（備考４に規定する場合を除く。）の使用料の額は、上表に掲げる額の２

倍の額とする。 

４ 使用者が市民以外のものの場合で、入場料その他これに類する対価を徴収するときの使用料の額は、上表に掲げる額の３

倍の額とする。 

別表第２（第５条、第１１条関係） 

 池田市立池田駅前北会館及び池田市立池田駅前南会館の使用料 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

池田市立荘園会館 ア ウ オ ― ケ ― 

池田市立渋谷会館 イ エ カ ― ケ シ 

池田市立五月丘会館 ア エ カ ― ケ シ 

池田市立南畑会館 ア ウ オ キ ケ シ 

 

時間区分 

施設名及び料金区分 

午前①・午前② 午後①・午後②・

午後③・午後④ 

保育室 ア ２５０円 ３５０円 

イ ４００円 ５５０円 

大集会室 ウ ８００円 １，０５０円 

エ １，２００円 １，６００円 

大集会室（半分） オ ４００円 ５２５円 

カ ６００円 ８００円 

小集会室 キ ２００円 ３００円 

ク ３００円 ４５０円 

休養室 ケ ３５０円 ４５０円 

コ ５００円 ７００円 

料理実習室 サ ３００円 ４００円 

シ ４５０円 ６００円 

 

時間区分 

会館名及び施設名 

午前①・午前② 午後①・午後②・

午後③・午後④ 

池田市立池田駅前北会館 １号室 ４５０円 ５５０円 

２号室 ５５０円 ７５０円 

３号室 ６００円 ８５０円 

４号室 ７００円 ９５０円 

５号室 １，５００円 ２，０００円 

 

池田市立池田駅前南会館 １号室 ６００円 ８０

０円 

２号室 ６５０円 ８５
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備考 別表第１付表備考の規定は、この表についても適用する。 

別表第３（第５条、第１１条関係） 

 池田市立石橋会館の使用料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 

１ 時間区分は、次のとおりとする。 

(1) 午前① 午前９時から午前１０時３０分まで 

(2) 午前② 午前１０時３０分から正午まで 

(3) 午後① 午後１時から午後３時まで 

(4) 午後② 午後３時から午後５時まで 

(5) 午後③ 午後５時から午後７時まで 

(6) 午後④ 午後７時から午後９時まで 

２ 別表第１付表備考第２項から第４項までの規定は、この表についても適用する。 

別表第４（第５条、第１１条関係） 

 池田市立伏尾台西会館及び池田市立伏尾台中央会館の使用料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 別表第１付表備考の規定は、この表についても適用する。 

 

                                                            

職員の退職手当に関する条例及び池田市立幼稚園型認定こども園の教育職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例をここ

に公布する。 

 ５号室（半分） ７５０円 １，０００円 

池田市立池田駅前南会館 １号室 ６００円 ８００円 

２号室 ６５０円 ８５０円 

３号室 ４５０円 ６００円 

４号室 ２，１００円 ２，８５０円 

４号室（半分） １，０５０円 １，４２５円 

 

時間区分 

施設名 

午前①・午前② 午後①・午後②・

午後③・午後④ 

和室 ６００円 ８００円 

大集会室 １，２００円 １，６００円 

大集会室（半分） ６００円 ８００円 

小集会室 ３００円 ４００円 

多目的ホール ６００円 ８００円 

調理室 ４５０円 ６００円 

 

時間区分 

会館名及び施設名 

午前①・午前② 午後①・午後②・

午後③・午後④ 

池田市立伏尾台西会館 集会室 ６００円 ８００円 

会議室 ３００円 ４００円 

和室 ３００円 ４００円 

池田市立伏尾台中央会館 文庫室・会議室 ３５０円 ５００円 

和室１ １５０円 ２００円 

和室２ ２００円 ３００円 

小会議室 １５０円 ２００円 

大集会室 １，０００円 １，３００円 

大集会室（半分） ５００円 ６５０円 

料理実習室 ３５０円 ５００円 
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  令和８年６月２９日 

           池田市長 瀧 澤 智 子 

池田市条例第２４号 

職員の退職手当に関する条例及び池田市立幼稚園型認定こども園の教育職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 

（職員の退職手当に関する条例の一部改正） 

第１条 職員の退職手当に関する条例（昭和３８年池田市条例第１８号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１項中「要する職員（」の次に「当該職員であって、池田市一般職の職員の給与に関する条例（昭和３２年池田市条例第

１９号）第３７条の２第１項に規定する府費負担教職員等であるもの及び」を加え、「次項において」を「以下これらを」に改める。 

第８条の５第２項中「（昭和３２年池田市条例第１９号）」を削る。 

第９条第５項中「として引き続いた」を「としての引き続いた」に改め、「総称する。）が」の次に「、本市の業務の必要上、

本市と職員以外の地方公務員等が在職する団体との相互了解の下に行われる計画的な人事交流により、又は教育職員であって」を

加える。 

（池田市立幼稚園型認定こども園の教育職員の退職手当に関する条例の一部改正） 

第２条 池田市立幼稚園型認定こども園の教育職員の退職手当に関する条例（令和２年池田市条例第３１号）の一部を次のように改

正する。 

  第１５条第４項中「地方公務員が」の次に「、本市の業務の必要上、本市と職員以外の地方公務員が在職する団体との相互了解

の下に行われる計画的な人事交流により、又は職員以外の職員の退職手当に関する条例（昭和３８年池田市条例第１８号）第２条

第１項に規定する教育職員若しくは同項に規定する職員であって」を加える。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和９年４月１日から施行する。 

 （職員の退職手当に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の職員の退職手当に関する条例（以下「新条例」という。）第９条第５項の規定は、この条例の施行

の日（以下「施行日」という。）以後に新条例第２条第１項に規定する職員となった者の在職期間について適用し、施行日前に第

１条の規定による改正前の職員の退職手当に関する条例第２条第１項に規定する職員であって、引き続き新条例第２条第１項に規

定する職員であるものの在職期間については、なお従前の例による。 

 

                                                            

池田市指定管理者による公の施設の管理に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和８年６月２９日 

          池田市長 瀧 澤 智 子 

池田市条例第２５号 

   池田市指定管理者による公の施設の管理に関する条例の一部を改正する条例 

池田市指定管理者による公の施設の管理に関する条例（平成１８年池田市条例第２４号）の一部を次のように改正する。 

第６条第１項中「該当する場合」を「該当するとき」に改め、同項第１号中「当該」を「候補とする団体が当該」に、「が指定管

理者となる場合」を「であるとき。」に改め、同項第２号中「に定める手続き」を「の規定による手続」に、「決定されなかった場

合」を「指定されなかったとき。」に改め、同号を同項第５号とし、同項第１号の次に次の３号を加える。 

(2) 管理の業務の専門性、特殊性等を勘案し、特定の団体に当該管理の業務を行わせることが適当と認めるとき。 

(3) 当該公の施設について、廃止、大規模な改修等を決定した場合（直近の指定の期間の末日から５年（当該期間に相当する年数

が５年に満たないときは、当該年数）を超えない日までに廃止、大規模な改修等を行う場合に限る。）であって、現に当該公の

施設の指定管理者である団体に引き続き当該公の施設の管理を行わせようとするとき。 

(4) 緊急やむを得ない事由により、公募による指定管理者の選定を行う時間的余裕がないとき。 

第６条第２項中「場合に」を「規定による指定について」に改め、同項に後段として次のように加える。 

  この場合において、同条第２項中「公募に応じようとする団体（以下「応募団体」という。）」とあるのは「候補とする団体」

と、同条第３項中「応募団体」とあるのは「候補とする団体」と読み替えるものとする。 

第９条第１項中「、毎年度の開始前（管理の業務が年度の途中から開始される場合にあっては、管理の業務の開始前。第１３条第

２項第２号において同じ。）に」を削り、「基づき」の次に「、毎年度」を加える。 

第１３条第２項第２号中「年度の開始前に」を削り、同項第３号中「第１０条」を「第１０条第１項」に改める。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

                                                            

池田市立幼稚園型認定こども園条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和８年６月２９日 
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           池田市長 瀧 澤 智 子      

池田市条例第２６号 

池田市立幼稚園型認定こども園条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例 

池田市立幼稚園型認定こども園条例の一部を改正する条例（令和８年池田市条例第１５号）の一部を次のように改正する。 

                         「                     「 

別表第２を改め、同表の次に１表を加える改正規定中                     を 

                                             」 

 

     に改める。 

         」 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

                                                            

池田市ラブホテル建築規制条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和８年６月２９日 

           池田市長 瀧 澤 智 子 

池田市条例第２７号 

   池田市ラブホテル建築規制条例の一部を改正する条例 

池田市ラブホテル建築規制条例（昭和５８年池田市条例第２０号）の一部を次のように改正する。 

第５条第１号中「第二種住居地域」の次に「、準住居地域」を加える。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

                                                            

 

 

 

 

児童福祉法による助産・母子保護の実施及び措置保育の費用の徴収に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和８年４月２７日 

池田市長 瀧 澤 智 子   

池田市規則第３８号 

児童福祉法による助産・母子保護の実施及び措置保育の費用の徴収に関する規則の一部を改正する規則 

児童福祉法による助産・母子保護の実施及び措置保育の費用の徴収に関する規則（昭和６０年池田市規則第２５号）の一部を次の

ように改正する。 

別表第１（注）第２項及び別表第２（注）第２項中「、第５条の４第６項及び第５条の４の２第５項」を「及び第５条の４第５項」

に改める。 

  附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

                                                            

池田市国民健康保険条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和８年４月２７日 

池田市長 瀧 澤 智 子   

池田市規則第３９号 

池田市国民健康保険条例施行規則の一部を改正する規則 

池田市国民健康保険条例施行規則（昭和３５年池田市規則第２２号）の一部を次のように改正する。 

様式第１１号（その１）から様式第１２号（その２）までを次のように改める。 

（様式 略） 

附 則 

 この規則は、令和８年４月２８日から施行する。 

 

                                                            

規   則 

 

１時間までごとに６０円 

１時間までごとに９０円 

 
１００円 

 

 

１時間までごとに 
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池田市養育医療の給付に係る費用の徴収に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和８年４月２８日 

池田市長 瀧 澤 智 子    

池田市規則第４０号 

池田市養育医療の給付に係る費用の徴収に関する規則の一部を改正する規則 

池田市養育医療の給付に係る費用の徴収に関する規則（平成２５年池田市規則第６１号）の一部を次のように改正する。 

別表備考第５項中「第５条の４の２第５項」を「第５条の４第５項」に、「第５条の６第２項」を「第５条の６第３項」に、「第

７条の３第２項」を「第７条の３第３項」に改める。 

附 則 

この規則中別表備考第５項の改正規定（「第５条の４の２第５項」を「第５条の４第５項」に改める部分に限る。）は公布の日か

ら、その他の規定は令和１０年１月１日から施行する。 

 

                                                            

池田市地域公共交通計画アップデート業務委託事業者選定委員会規則をここに公布する。 

令和８年５月１日 

池田市長 瀧 澤 智 子   

池田市規則第４１号 

池田市地域公共交通計画アップデート業務委託事業者選定委員会規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、池田市附属機関条例（平成２５年池田市条例第１号）第３条の規定に基づき、同条例別表に規定する池田

市民間委託等事業者選定委員会の担任事務に該当する事項を所掌する附属機関として設置する池田市地域公共交通計画アップ

デート業務委託事業者選定委員会（以下「委員会」という。）の組織、運営その他委員会に関し必要な事項を定めるものとす

る。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項について調査審議し、市長に対し答申するものとする。 

(1) 地域公共交通計画アップデート業務（多様な移動ニーズへ対応し、及び様々な分野との共創による移動手段を確保するため持

続可能な交通ネットワークを構築することを目的として、鉄道、バスその他の公共交通機関及び自転車、次世代モビリティその

他の移動手段に関する実態の分析、課題の整理及び施策の検討を踏まえ、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成１

９年法律第５９号）第５条第１項の規定に基づき令和４年３月に策定した池田市地域公共交通計画を改定する業務をいう。）の

実施について提案を行った事業者の適性評価に関すること。 

(2) 前号の提案の内容の評価に関すること。  

(3) 第１号の提案に係る価格の評価に関すること。 

（委員） 

第３条 委員会の委員（以下「委員」という。）は、５人とし、次に掲げる者のうちから市長が委嘱し、又は任命する。 

(1) 池田市地域公共交通会議設置条例（平成３０年池田市条例第９号）第１条に規定する池田市地域公共交通会議（次号において

「交通会議」という。）の会長 

(2）交通会議の副会長 

(3) 都市再生整備を担当する副市長 

(4) 総合政策部長 

(5) 都市整備部長 

２ 委員は、前条の規定による調査審議及び答申が終了したときは、解嘱され、又は解任されるものとする。 

（会長及び副会長） 

第４条 委員会に会長及び副会長を置き、会長にあっては前条第１項第１号に掲げる者を、副会長にあっては同項第２号に掲げる者

をもって充てる。 

２ 会長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

３ 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、副会長が、その職務を代理する。 

（会議） 

第５条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、会長がその議長となる。 

２ 会議は、委員の過半数の出席がなければ開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

４ 会議は、公開とする。ただし、会長が、会議の公正が害されるおそれがあると認めるときは、公開しないことができる。 

５ 会長は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、説明又は意見を聴くことができる。 

（庶務） 

第６条 委員会の庶務は、都市整備部都市政策課において処理する。 
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（補則） 

第７条 この規則に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、会長が委員会に諮って定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（この規則の失効） 

２ この規則は、令和８年７月３１日限り、その効力を失う。 

 

                                                            

栄本町コミュニティセンター跡地再整備事業事業者選定委員会規則をここに公布する。 

令和８年５月１日 

池田市長 瀧 澤 智 子   

池田市規則第４２号 

栄本町コミュニティセンター跡地再整備事業事業者選定委員会規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、池田市附属機関条例（平成２５年池田市条例第１号）第３条の規定に基づき、同条例別表に規定する池田

市民間委託等事業者選定委員会の担任事務に該当する事項を所掌する附属機関として設置する栄本町コミュニティセンター

跡地再整備事業事業者選定委員会（以下「委員会」という。）の組織、運営その他委員会に関し必要な事項を定めるものと

する。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項について調査審議し、市長に対し答申するものとする。 

(1) 栄本町コミュニティセンター跡地再整備事業（地域住民の日常利用、市民活動、地域交流及び都市活動が共存する公共空間の

形成を図るため、既存の建物の減築を前提とした半屋内型の多目的広場の整備に係る設計及び施工を一体的に実施する事業をい

う。）について提案を行った事業者の適性評価に関すること。 

(2) 前号の提案の内容の評価に関すること。  

(3) 第１号の提案に係る価格の評価に関すること。 

（委員） 

第３条 委員会の委員（以下「委員」という。）は、５人以内とし、次に掲げる者のうちから市長が委嘱し、又は任命する。 

(1) 学識経験者 

(2) 都市再生整備を担当する副市長 

(3) 総合政策部長 

(4) 都市整備部長 

２ 委員は、前条の規定による調査審議及び答申が終了したときは、解嘱され、又は解任されるものとする。 

（会長） 

第４条 委員会に会長を置き、会長は委員の互選により定める。 

２ 会長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

３ 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、会長があらかじめ指名した委員が、その職務を代理する。 

（会議） 

第５条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、会長がその議長となる。 

２ 会議は、委員の過半数の出席がなければ開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

４ 会議は、公開とする。ただし、会長が、会議の公正が害されるおそれがあると認めるときは、公開しないことができる。 

５ 会長は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、説明又は意見を聴くことができる。 

（庶務） 

第６条 委員会の庶務は、都市整備部都市政策課において処理する。 

（補則） 

第７条 この規則に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、会長が委員会に諮って定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（会議の招集の特例） 

２ 第５条第１項の規定にかかわらず、未選出、辞任等の事由により会長が未定の場合（第４条第３項の規定により会長があらかじ

め指名した委員が会長の職務を代理する場合を除く。）における会議は、市長が招集する。 

（この規則の失効） 
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３ この規則は、令和８年６月３０日限り、その効力を失う。 

 

                                                            

職員の退職手当に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和８年５月２０日 

池田市長 瀧 澤 智 子   

池田市規則第４３号 

職員の退職手当に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

職員の退職手当に関する条例施行規則（平成６年池田市規則第１３号）の一部を次のように改正する。 

第１９条第２号中「同条第３項後段」を「同条第４項後段」に改める。 

第２０条第２項中「第１５条第３項の」を「第１５条第４項に規定する同条第１項各号に掲げる事項を記載した」に、「意見の聴

取公示通知書」を「意見の聴取通知書によるものとし、同条第４項に規定する公示事項（次項において「公示事項」という。）が記

載された書面は、意見の聴取公示送達書」に、「により行う」を「による」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 準用行政手続条例第１５条第４項（準用行政手続条例第２２条第３項において読み替えて準用する場合を含む。以下同じ。）に

規定する規則で定める方法は、退職手当管理機関の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ。）と公示事項の閲覧を

する者の使用に係る電子計算機（退職手当管理機関の使用に係る電子計算機と電気通信回線を通じて接続でき、正常に通信できる

機能を備えたものに限る。）とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織を使用する方法のうち、次の各号のいずれにも該当す

るものとする。 

(1) 退職手当管理機関の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録された公示事項を当該公示事項の閲覧をする者の使用

に係る電子計算機の映像面に表示するもの 

(2) インターネットに接続された自動公衆送信装置（著作権法（昭和４５年法律第４８号）第２条第１項第９号の５イに規定する

自動公衆送信装置をいう。）を使用するもの 

様式第１４号を次のように改める。 

（様式 略） 

附 則 

この規則は、令和８年５月２１日から施行する。 

 

                                                            

池田市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和８年５月２２日 

池田市長 瀧 澤 智 子    

池田市規則第４４号 

池田市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

池田市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例施行規則（昭和４３年池田市規則第１８号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第７条の４中「３１５，０００円」を「３３０，０００円」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則による改正後の池田市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例施行規則（次項において「新規則」

という。）第７条の４の規定は、令和８年４月１日以後に支給すべき事由が生じた池田市議会の議員その他非常勤の職員の公務災

害補償等に関する条例（昭和４３年池田市条例第２号）第６条第７号に規定する葬祭補償（以下「葬祭補償」という。）について

適用し、同日前に支給すべき事由が生じた葬祭補償については、なお従前の例による。 

３ 令和８年４月１日以後に支給すべき事由が生じた葬祭補償であって、この規則による改正前の池田市議会の議員その他非常勤の

職員の公務災害補償等に関する条例施行規則（以下この項において「旧規則」という。）第７条の４の規定による金額により支給

されたもの又は旧規則附則第２項の規定による金額により支給されたもの（その額が６６０，０００円未満であるものに限る。）

の支払は、新規則第７条の４の規定による金額により支給されるべき葬祭補償の内払とみなす。 

 

                                                            

池田市消防団員等の公務災害補償に関する補償基礎額等を定める規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和８年５月２７日 

池田市長 瀧 澤 智 子    

池田市規則第４５号 
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池田市消防団員等の公務災害補償に関する補償基礎額等を定める規則の一部を改正する規則 

池田市消防団員等の公務災害補償に関する補償基礎額等を定める規則（平成８年池田市規則第４０号）の一部を次のように改正す

る。 

第４条中「３１５，０００円」を「３３０，０００円」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の第４条の規定は、令和８年４月１日以後に支給すべき事由の生じた池田市消防団員等公務災害補償条例

（昭和４１年池田市条例第１８号）第４条第７号に規定する葬祭補償について適用し、同日前に支給すべき事由の生じた同号に規

定する葬祭補償については、なお従前の例による。 

 

                                                            

池田市廃棄物の処理及び清掃に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和８年５月２８日 

池田市長 瀧 澤 智 子    

池田市規則第４６号 

池田市廃棄物の処理及び清掃に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

池田市廃棄物の処理及び清掃に関する条例施行規則（昭和４７年池田市規則第３号）の一部を次のように改正する。 

第２条の２第１項第１号ア及び同項第２号ア中「高密度ポリエチレン製」を「ポリエチレン製」に改め、同条第２項中「及びその

他」を「その他」に改める。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

                                                            

池田市非常勤職員の勤務時間及び休暇に関する規則及び池田市職員休暇規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和８年６月１日                         

           池田市長 瀧 澤 智 子      

池田市規則第４７号 

池田市非常勤職員の勤務時間及び休暇に関する規則及び池田市職員休暇規則の一部を改正する規則 

（池田市非常勤職員の勤務時間及び休暇に関する規則の一部改正） 

第１条 池田市非常勤職員の勤務時間及び休暇に関する規則（令和２年池田市規則第３６号）の一部を次のように改正する。 

第９条第１項第２号中「参考人等」を「参考人、被害者参加人等」に改める。 

 （池田市職員休暇規則の一部改正） 

第２条 池田市職員休暇規則（昭和５０年池田市規則第３５号）の一部を次のように改正する。 

  別表第３職務に関し、証人、鑑定人及び参考人として国会、裁判所、地方公共団体の議会その他の官公署へ出る場合の項中「職

務に関し」を「職員が裁判員」に、「及び参考人」を「、参考人、被害者参加人等」に、「その他の」を「その他」に改め、同表

職員が裁判員として裁判所へ出る場合の項を削る。 

附 則 

 この規則は、令和８年６月１日から施行する。 

 

                                                            

池田市民文化会館条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和８年６月２日 

池田市長 瀧 澤 智 子   

池田市規則第４８号 

池田市民文化会館条例施行規則の一部を改正する規則 

池田市民文化会館条例施行規則（昭和４９年池田市規則第４９号）の一部を次のように改正する。 

第６条を次のように改める。 

（開館時間及び休館日） 

第６条 会館の開館時間は、午前９時から午後１０時までとする。 

２ 会館の休館日は、次のとおりとする。 

 (1) 各月の第２火曜日 

 (2) １２月２９日から翌年の１月３日まで 
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３ 前２項の規定にかかわらず、市長が必要と認めるときは、臨時に会館の開館時間及び休館日を変更することができる。 

 第８条第１項中「第９条の規定により会館を使用しようとする者」を「第９条第１項の許可（以下「使用許可」という。）を受け

ようとするもの」に改め、同条第２項を削る。 

 第１０条を削る。 

第９条中「前条に規定する申請があったときは、これを精査し、管理上必要がある時は、必要な条件を付し」を「、使用許可をし

たときは」に、「申請者」を「その使用許可申請をしたもの」に改め、同条を第１０条とし、第８条の次に次の１条を加える。 

 （抽選） 

第９条 指定管理者は、抽選又は先着順により使用許可を行うものとする。 

２ 前項の抽選（以下この条において「抽選」という。）は、各月の初日（当該日が会館の休館日に当たるときは、当該日後におい

て当該日に最も近い会館の休館日でない日（以下この項において「開館日」という。））（１月にあっては、当該月における第２

日目の開館日）に開催する抽選会において、その属する月の６か月（会議室にあっては、３か月）後の月における会館の使用につ

いて行うものとする。 

３ 抽選に参加しようとするものは、その抽選に係る抽選会を開催する日の指定管理者が指定する時間に抽選会の会場において、前

条の規定による申請（以下「使用許可申請」という。）をしなければならない。 

４ 抽選に係る使用許可申請は、１の抽選会において、１団体につき１日まで行うことができる。 

５ 抽選を引く順番は、他と競合する使用許可申請をしたものを市民等（市内に居住し、在勤し、若しくは在学する者又は市内に事

務所を有する法人その他の団体をいう。以下この項において同じ。）と市民等以外に区分し、市民等から来場の先着順によるもの

とする。 

６ 先着順に係る使用許可申請は、抽選会の閉会後から受け付けるものとする。 

７ 第２項から前項までに定めるもののほか、抽選に関し必要な事項は、指定管理者が別に定める。 

 第１７条及び様式第５号中「第９条」を「第１０条」に改める。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

                                                            

池田市立カルチャープラザ条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和８年６月２日 

池田市長 瀧 澤 智 子 

池田市規則第４９号 

池田市立カルチャープラザ条例施行規則の一部を改正する規則 

池田市立カルチャープラザ条例施行規則（平成２１年池田市規則第１２号）の一部を次のように改正する。 

第６条の見出し中「開館時間」の次に「及び休館日」を加え、同条ただし書を削り、同条に次の２項を加える。 

２ カルチャープラザの休館日は、次のとおりとする。 

 (1) 各月の第２火曜日 

 (2) １２月２９日から翌年の１月３日まで 

３ 前２項の規定にかかわらず、市長が必要と認めるときは、臨時にカルチャープラザの開館時間及び休館日を変更することができる。 

第７条を削る。 

第８条の見出しを「（使用許可の申請）」に改め、同条第１項中「規定によりカルチャープラザを使用しようと」を「許可（以下

「使用許可」という。）を受けようと」に改め、同条第２項を削り、同条を第７条とし、同条の次に次の１条を加える。 

（抽選） 

第８条 指定管理者は、抽選又は先着順により使用許可を行うものとする。 

２ 前項の抽選（以下この条において「抽選」という。）は、各月の初日（当該日がカルチャープラザの休館日に当たるときは、当

該日後において当該日に最も近いカルチャープラザの休館日でない日（以下この項において「開館日」という。））（１月にあっ

ては、当該月における第２日目の開館日）に開催する抽選会において、その属する月の３か月（多目的ホールにあっては、６か月）

後の月におけるカルチャープラザの使用について行うものとする。 

３ 抽選に参加しようとするものは、その抽選に係る抽選会を開催する日の指定管理者が指定する時間に抽選会の会場において、前

条の規定による申請（以下「使用許可申請」という。）をしなければならない。 

４ 抽選に係る使用許可申請は、１の抽選会において、１団体につき１日まで行うことができる。 

５ 抽選を引く順番は、他と競合する使用許可申請をしたものを市民等（市内に居住し、在勤し、若しくは在学する者又は市内に事

務所を有する法人その他の団体をいう。以下この項において同じ。）と市民等以外に区分し、市民等から来場の先着順によるもの

とする。 

６ 先着順に係る使用許可申請は、抽選会の閉会後から受け付けるものとする。 

７ 第２項から前項までに定めるもののほか、抽選に関し必要な事項は、指定管理者が別に定める。 

第９条の見出し中「及び使用料の徴収」を削り、同条第１項中「前条に規定する申請があったときは、その内容を精査し、条例第
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１２条に規定する使用料を徴収の上」を「使用許可をしたときは」に改め、同項中「いう。）を」の次に「その使用許可申請をした

ものに」を加え、同条第２項中「使用の許可」を「前項の規定による交付」に改める。 

様式第４号中「第８条」を「第７条」に改める。 

   附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

                                                            

池田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の保育料に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和８年６月２日 

     池田市長 瀧 澤 智 子    

池田市規則第５０号 

池田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の保育料に関する規則の一部を改正する規則 

第１条 池田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の保育料に関する規則（平成２７年池田市規則第１４号）の一部を次の

ように改正する。 

別表備考第５項中「附則第５条の４の２第５項、附則第５条の５第２項、附則第５条の６第２項、附則第７条の２第４項及び第

５項、附則第７条の３第２項並びに附則第４５条」を「第５条の４第５項、第５条の５第２項、第５条の６第２項、第７条の２第

４項及び第５項、第７条の３第２項並びに第４５条」に改める。 

第２条 池田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の保育料に関する規則の一部を次のように改正する。 

  別表備考第５項中「第５条の６第２項」を「第５条の６第３項」に、「第７条の３第２項」を「第７条の３第３項」に改める。 

附 則 

この規則中第１条の規定は公布の日から、第２条の規定は令和１０年１月１日から施行する。 

 

                                                            

池田市病児・病後児保育施設条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和８年６月２日 

池田市長 瀧 澤 智 子    

池田市規則第５１号 

池田市病児・病後児保育施設条例施行規則の一部を改正する規則 

第１条 池田市病児・病後児保育施設条例施行規則（平成２８年池田市規則第５３号）の一部を次のように改正する。 

別表備考中「附則第５条の４の２第６項、附則第５条の５第２項、附則第５条の６第２項、附則第７条の２第４項及び第５項、

附則第７条の３第２項並びに附則第４５条」を「第５条の４第５項、第５条の５第２項、第５条の６第２項、第７条の２第４項及

び第５項、第７条の３第２項並びに第４５条」に改める。 

第２条 池田市病児・病後児保育施設条例施行規則の一部を次のように改正する。 

  別表備考中「第５条の６第２項」を「第５条の６第３項」に、「第７条の３第２項」を「第７条の３第３項」に改める。 

附 則 

この規則中第１条の規定は公布の日から、第２条の規定は令和１０年１月１日から施行する。 

 

                                                            

池田市市税条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和８年６月５日 

池田市長 瀧 澤 智 子   

池田市規則第５２号 

池田市市税条例施行規則の一部を改正する規則 

池田市市税条例施行規則（平成１７年池田市規則第５２号）の一部を次のように改正する。 

第１９条の見出し中「種別割」を「軽自動車税」に改め、同条第２項中「第１５条の９第１項及び附則第５条」を「附則第８条の

３の３第１項から第３項まで」に改め、同項の表施行規則第１５条の９第１項の項左欄中「第１５条の９第１項」を「附則第８条の

３の３第１項」に改め、同項中欄中「第４４６条第１項第２号」を「附則第３０条第１項」に、「自動車検査証（以下この条及び第

１５条の１１」を「道路運送車両法第５８条に規定する自動車検査証（次項、第５項及び次条」に改め、同項右欄中「自動車検査証

（地方税法施行規則附則第５条第１項」を「道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）第５８条に規定する自動車検査証（次項」

に改め、同表施行規則附則第５条第１項の項左欄中「附則第５条第１項」を「附則第８条の３の３第２項」に改め、同項中欄中「附

則第１２条の３第１項」を「附則第３０条第１項」に、「自動車で」を「軽自動車で」に、「自動車に」を「軽自動車に」に改め、                    

「                           

                           」 

第９条の２第１項に規定す 

る自動車検査証 

自動車検査証 

 

を削り、同表施行規則附則第５条第２項の項左欄中「附則第５条第２ 
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項」を「附則第８条の３の３第３項」に改め、同項中欄中「附則第１２条の３第１項」を「附則第３０条第１項」に改め、同条第３

項から第５項までの規定中「種別割」を「軽自動車税」に改め、同条第７項中「軽自動車税（種別割）減免申請書（身体障害者等以

外用）」を「軽自動車税減免申請書」に改め、同条第８項中「軽自動車税（種別割）減免申請書（第１３号様式）」を「軽自動車税

減免申請書」に改め、同条第９項中「軽自動車税（種別割）減免事由消滅申告書」を「軽自動車税減免事由消滅申告書」に改める。               

様式一覧の表１の項中「第４４８条第２項」を「第４４６条第２項」に改め、同表１２の項中「軽自動車税（種別割）減免申請書」

を「軽自動車税減免申請書」に、「第４６３条の２３」を「第４５６条」に改め、同表１４の項中「軽自動車税（種別割）減免事由

消滅申告書」を「軽自動車税減免事由消滅申告書」に改め、同表３５の項中「軽自動車税（種別割）納税証明申請書（継続検査用）」

を「軽自動車税納税証明申請書（継続検査用）」に改め、同表３６の項中「軽自動車税（種別割）納税証明書」を「軽自動車税納税

証明書」に改め、同表３９の項中「第４６３条の２４第２項」を「第４５７条第２項」に改める。 

第３号様式中「軽自動車税（種別割）」を「軽自動車税」に改め、「※ 小切手等使用の場合は、その証券の支払のあるまで、あ

なたの納税義務は完了しません。」を削る。 

第１２号様式（その１）及び第１２号様式（その２）中「軽自動車税（種別割）減免申請書」を「軽自動車税減免申請書」に改め

る。 

第１４号様式中「軽 自 動 車 税 （ 種 別 割 ） 減 免 事 由 消 滅 申 告 書」を「軽 自 動 車 税

減 免 事 由 消 滅 申 告 書」に改める。 

第２３号様式中「軽自動車税（種別割）」を「軽自動車税」に改める。 

第２４号様式（その６）及び第２４号様式（その７）を次のように改める。 

（様式 略）  

第３５号様式中「軽 自 動 車 税 （ 種 別 割 ） 納 税 証 明 申 請 書 (継 続 検 査 用 )」を「軽 自 動 車 税 納

税 証 明 申 請 書 (継 続 検 査 用 )」に改める。 

第３６号様式（その１）及び第３６号様式（その２）中「軽自動車税（種別割）納税証明書」を「軽自動車税納税証明書」に改める。 

第３９号様式及び第３９―２号様式中「第４６３条の２４第２項」を「第４５７条第２項」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則の施行の際現にあるこの規則による改正前の池田市市税条例施行規則に規定する様式による書類については、所要の修

正を加え、当分の間この規則による改正後の池田市市税条例施行規則に規定する様式による書類として使用することができる。 

 

                                                            

池田駅南広場指定管理者選定・評価委員会規則をここに公布する。 

令和８年６月１７日 

池田市長 瀧 澤 智 子    

池田市規則第５３号 

池田駅南広場指定管理者選定・評価委員会規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、池田市指定管理者による公の施設の管理に関する条例（平成１８年池田市条例第２４号）第１５条の規定に基

づき、池田駅南広場指定管理者選定・評価委員会（以下「委員会」という。）の組織、運営その他委員会に関し必要な事項を定め

るものとする。 

（所掌事項） 

第２条 委員会の所掌事項は、池田駅南広場（池田市官民連携まちなか広場条例（令和６年池田市条例第３３号）第２条に規定する

池田駅南広場をいう。）の指定管理者の選定及び評価に関することとする。 

（組織等） 

第３条 委員会の委員（以下「委員」という。）は、５人とし、そのうち３人以上を学識経験者及び都市再生特別措置法（平成１４

年法律第２２号）第４６条第３項第２号に規定する一体型滞在快適性等向上事業に関し識見を有する者で構成するものとし、市長

が委嘱し、又は任命する。 

２ 委員は、前条の所掌事項に係る審議が終了したときは、解嘱され、又は解任されるものとする。 

３ 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。 

（会長） 

第４条 委員会に会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、会長があらかじめ指定した委員が、その職務を代理する。 

（会議） 

第５条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、会長がその議長となる。 
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２ 会議は、委員の過半数の出席がなければ開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

４ 会議は、公開とする。ただし、会長が、会議の公正が害されるおそれがあると認めるときは、公開しないことができる。 

５ 会長は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、説明又は意見を聴くことができる。 

（庶務） 

第６条 委員会の庶務は、都市整備部都市政策課において処理する。 

（補則） 

第７条 この規則に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、会長が委員会に諮って定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（会議の招集の特例） 

２ 第５条第１項の規定にかかわらず、未選出、辞任等の事由により会長が未定の場合（第４条第３項の規定により会長があらかじ

め指定した委員が会長の職務を代理する場合を除く。）における会議は、市長が招集する。 

 

                                                            

池田市重度障がい者医療費の助成に関する条例施行規則等の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和８年６月１９日 

池田市長 瀧 澤 智 子    

池田市規則第５４号 

池田市重度障がい者医療費の助成に関する条例施行規則等の一部を改正する規則 

（池田市重度障がい者医療費の助成に関する条例施行規則の一部改正） 

第１条 池田市重度障がい者医療費の助成に関する条例施行規則（昭和４８年池田市規則第４１号）の一部を次のように改正する。 

第６条第４項中「社会保険診療報酬支払基金法」を「医療情報基盤・診療報酬審査支払機構法」に、「社会保険診療報酬支払基

金又は」を「医療情報基盤・診療報酬審査支払機構又は」に改める。 

（池田市ひとり親家庭医療費の助成に関する条例施行規則の一部改正） 

第２条 池田市ひとり親家庭医療費の助成に関する条例施行規則（昭和５５年池田市規則第２３号）の一部を次のように改正する。 

  第４条第５項中「社会保険診療報酬支払基金法」を「医療情報基盤・診療報酬審査支払機構法」に、「社会保険診療報酬支払基

金又は」を「医療情報基盤・診療報酬審査支払機構又は」に改める。 

（池田市子ども医療費の助成に関する条例施行規則の一部改正） 

第３条 池田市子ども医療費の助成に関する条例施行規則（平成６年池田市規則第１６号）の一部を次のように改正する。 

  第３条第５項中「社会保険診療報酬支払基金法」を「医療情報基盤・診療報酬審査支払機構法」に、「社会保険診療報酬支払基

金又は」を「医療情報基盤・診療報酬審査支払機構又は」に改める。 

附 則 

この規則は、令和８年１０月１日から施行する。 

 

                                                            

池田市における大阪府福祉のまちづくり条例第３１条の規定による認定申請に関する細則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和８年６月１９日 

           池田市長 瀧 澤 智 子 

池田市規則第５５号 

池田市における大阪府福祉のまちづくり条例第３１条の規定による認定申請に関する細則の一部を改正する規則 

 池田市における大阪府福祉のまちづくり条例第３１条の規定による認定申請に関する細則（平成２１年池田市規則第３４号）の一

部を次のように改正する。 

 題名及び第１条中「第３１条」を「第３２条」に改める。 

 第２条第１項中「府条例第３１条」を「府条例第３２条」に、「大阪府福祉のまちづくり条例第３１条の規定による特別特定建築

物認定申請書」を「大阪府福祉のまちづくり条例第３２条の規定による特別特定建築物認定申請書」に改め、同条第４項中「第３１

条第１項」を「第３２条第１項」に、「大阪府福祉のまちづくり条例第３１条の規定による特別特定建築物認定通知書」を「大阪府

福祉のまちづくり条例第３２条の規定による特別特定建築物認定通知書」に、「大阪府福祉のまちづくり条例第３１条の規定による

特別特定建築物不認定通知書」を「大阪府福祉のまちづくり条例第３２条の規定による特別特定建築物不認定通知書」に改める。 

 様式第１号中「大阪府福祉のまちづくり条例第３１条の規定による特別特定建築物認定申請書」を「大阪府福祉のまちづくり条例 

                         「     第１項  「     第１項 

第２項」       第２項」 

 様式第２号中「大阪府福祉のまちづくり条例第３１条の規定による特別特定建築物認定通知書」を「大阪府福祉のまちづくり条例

第３２条の規定による特別特定建築物認定申請書」に、 第３１条     を 第３２条     に改める。 
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第３２条の規定による特別特定建築物認定通知書」に、「第３１条の規定による認定申請」を「第３２条の規定による認定申請」に、

「府条例第３１条」を「府条例第３２条」に改める。 

様式第３号中「大阪府福祉のまちづくり条例第３１条の規定による特別特定建築物不認定通知書」を「大阪府福祉のまちづくり条

例第３２条の規定による特別特定建築物不認定通知書」に、「第３１条の規定による認定」を「第３２条の規定による認定」に、

「府条例第３１条」を「府条例第３２条」に改める。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

                                                            

池田市官民連携まちなか広場条例の一部の施行期日を定める規則をここに公布する。 

  令和８年６月２６日 

池田市長 瀧 澤 智 子 

池田市規則第５６号 

   池田市官民連携まちなか広場条例の一部の施行期日を定める規則 

池田市官民連携まちなか広場条例（令和６年池田市条例第３３号）附則第１項第２号に掲げる規定の施行期日は、令和９年６月１

日とする。 

 

                                                            

 池田市官民連携まちなか広場条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和８年６月２６日 

池田市長 瀧 澤 智 子   

池田市規則第５７号 

   池田市官民連携まちなか広場条例施行規則の一部を改正する規則 

池田市官民連携まちなか広場条例施行規則（令和７年池田市規則第１８号）の一部を次のように改正する。 

第７条第３項中「２週間前」を「１週間前」に改める。 

別図を次のように改める。 

（別図 略） 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

                                                            

 池田市長期優良住宅の普及の促進に関する法律施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和８年６月２６日 

           池田市長 瀧 澤 智 子 

池田市規則第５８号 

池田市長期優良住宅の普及の促進に関する法律施行細則の一部を改正する規則 

 池田市長期優良住宅の普及の促進に関する法律施行細則（平成２１年池田市規則第２９号）の一部を次のように改正する。 

第４条第１項中「法第１８条第１項の許可（以下「許可」という。）の申請を行う予定がある等やむを得ない事情がある場合は第

１号、」を削り、「第７号」を「第６号」に、「第４号から第６号」を「第３号から第５号」に改め、同項中第１号を削り、第２号

を第１号とし、第３号から第５号までを１号ずつ繰り上げ、同項第６号中「長期使用構造等とするための措置及び維持保全の方法の

基準を定める件」を「長期使用構造等とするための措置及び維持保全の方法の基準」に改め、同号を同項第５号とし、同項中第７号

を第６号とし、第８号を第７号とし、第９号を第８号とする。 

第１４条第１項第１号の表配置図の部明示すべき事項の欄中「における」の次に「法第１８条第１項の規定による」を加える。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

                                                            

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律等施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和８年６月２６日 

池田市長 瀧 澤 智 子    

池田市規則第５９号 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律等施行細則の一部を改正する規則 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律等施行細則（平成１８年池田市規則第３２号）の一部を次のように

改正する。 
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様式第１号及び様式第６号中「80万9千円」を「82万6,500円」に改める。 

様式第１７号中「80万9千円」を「82万 6,500円」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和８年７月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則の施行の日（以下「施行日」という。）以後に行われた指定療養介護医療等（障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律施行令（平成１８年政令第１０号）第４２条の４第１項第２号に規定する指定療養介護医療等をいう。以下

同じ。）及び指定自立支援医療（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第

５８条第１項に規定する指定自立支援医療をいう。以下同じ。）に係る申請については、この規則の施行の際現にこの規則による

改正前の様式第１号、様式第６号又は様式第１７号に規定する様式（以下「旧様式」という。）により提出されている書類は、そ

れぞれこの規則による改正後の様式第１号、様式第６号又は様式第１７号に規定する様式（以下「新様式」という。）により提出

された書類とみなす。 

３ この規則の施行の際現にある旧様式による書類については、所要の修正を加え、当分の間それぞれ新様式による書類として使用

することができる。 

４ 施行日前に行われた指定療養介護医療等及び指定自立支援医療に係る申請については、旧様式は、なおその効力を有する。 

 

                                                            

池田市地域会館指定管理者選定・評価委員会規則をここに公布する。 

  令和８年６月２９日 

           池田市長 瀧 澤 智 子 

池田市規則第６０号 

   池田市地域会館指定管理者選定・評価委員会規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、池田市指定管理者による公の施設の管理に関する条例（平成１８年池田市条例第２４号）第１５条の規定に基

づき、池田市地域会館指定管理者選定・評価委員会（以下「委員会」という。）の組織、運営その他委員会に関し必要な事項を定

めるものとする。 

（所掌事項） 

第２条 委員会の所掌事項は、次のとおりとする。 

(1) 池田市地域会館条例（令和８年池田市条例第２３号）第２条に規定する会館（次号において「会館」という。）のうち池田市

立池田駅前北会館及び池田市立池田駅前南会館の指定管理者の選定及び評価に関すること。 

(2) 池田市立池田駅前北会館、池田市立桃園南会館、池田市立池田駅前南会館及び池田市立脇塚会館を除く会館の指定管理者の評

価に関すること。 

（組織等） 

第３条 委員会の委員（以下「委員」という。）は、５人以内とし、その半数以上を学識経験者等外部委員で構成するものとし、市

長が委嘱し、又は任命する。 

２ 委員は、前条の所掌事項に係る審議が終了したときは、解嘱され、又は解任されるものとする。 

３ 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。 

（会長） 

第４条 委員会に会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、会長があらかじめ指定した委員が、その職務を代理する。 

（会議） 

第５条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、会長がその議長となる。 

２ 会議は、委員の過半数の出席がなければ開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

４ 会議は、公開とする。ただし、会長が、会議の公正が害されるおそれがあると認めるときは、公開しないことができる。 

５ 会長は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、説明又は意見を聴くことができる。 

（庶務） 

第６条 委員会の庶務は、総合政策部地域未来課において処理する。 

（補則） 

第７条 この規則に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、会長が委員会に諮って定める。 

附 則 

 （施行期日） 
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１ この規則は、令和８年７月１日から施行する。 

 （会議の招集の特例） 

２ 第５条第１項の規定にかかわらず、未選出、辞任等の事由により会長が未定の場合（第４条第３項の規定により会長があらかじ

め指定した委員が会長の職務を代理する場合を除く。）における会議は、市長が招集する。 

 

                                                            

 

 

 

 

池田市議会委員会傍聴規程の一部を改正する規程をここに公表する。 

令和８年５月１８日 

           池田市議会議長 西 垣   智               

池田市議会規程第３号 

池田市議会委員会傍聴規程の一部を改正する規程 

池田市議会委員会傍聴規程（平成８年池田市議会規程第２号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「委員会」の次に「の会議（以下「会議」という。）」を加える。 

第２条の見出し中「数」を「定員」に改め、同条中「傍聴人」の次に「（池田市議会議員及び報道関係者を除く。）」を加え、

「数」を「定員」に改め、同条に次の１項を加える。 

２ 大規模な災害の発生、重大な感染症のまん延その他のやむを得ない事由により前項の定員により難い場合は、同項の規定にかか

わらず、委員長が別に定員を定めることができる。 

 第３条第１項中「委員会を」を「会議を」に、「報道関係者」を「池田市議会議員及び報道関係者」に改め、「除く」の次に「。

以下この条において同じ」を加え、「委員会傍聴申込書」を「委員会傍聴人受付票（様式第１号）」に、「申し込まなければ」を

「申し込み、許可を受けなければ」に改め、同条第２項から第４項までを次のように改める。 

２ 会議を傍聴しようとする者が団体の場合であって、かつ、委員長が傍聴人の整理のため必要があると認めるときは、前項の規定

にかかわらず、団体の代表者又は責任者（以下「代表者等」という。）に対し、委員会傍聴人受付票（団体用）（様式第２号）に

次に掲げる事項を記入させ、かつ、当該団体の代表者等以外の傍聴しようとする者の氏名を記載した名簿の提出を求めることによ

って、これに代えることができる。 

(1) 団体の名称 

(2) 団体の人数 

(3) 代表者等の住所 

(4) 代表者等の氏名 

３ 委員長は、前２項の規定による申込みを受けたときは、特別の事情のない限り、前条第１項に規定する傍聴人の定員の範囲内で、

傍聴の許可をするものとし、当該定員を超える場合にあっては、抽選により決定するものとする。 

４ 前項の規定にかかわらず、前条第１項に規定する傍聴人の定員を超えて傍聴させる必要性がある場合その他の委員長が必要と認

めた場合は、委員長の定める方法により、傍聴をさせることができる。 

 第３条に次の１項を加える。 

５ 報道関係者は、会議を傍聴しようとするときは、議会事務局で委員会報道関係者受付票（様式第３号）に社名、氏名及び写真の

撮影、録音、録画、放送等の実施の有無について記入し、申し込み、許可を受けなければならない。 

第４条の見出しを「（委員会傍聴許可証の交付）」に改め、同条第２項中「傍聴を」を「委員会傍聴許可証の交付を受けた者は、

傍聴を」に、「委員会傍聴許可証を」を「当該許可証を」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項中「当日」を「当該許可証に

記載された日」に改め、同項を同条第２項とし、同条に第１項として次の１項を加える。 

委員長は、前条の規定による許可を受けた者に対し、所定の場所で委員会傍聴許可証を交付する。 

第５条を次のように改める。 

（傍聴席に入ることができない者） 

第５条 次のいずれかに該当する者は、傍聴席に入ることができない。 

(1) 銃器その他危険な物を持っている者 

(2) ビラ、プラカード、垂れ幕、たすきその他の委員会室（委員会が議場で行われる場合においては、議場。以下同じ。）にいる

者に対する示威的行為のために使用されるおそれがあると認められる物を携帯し、又は着用している者 

(3) 酒気を帯びていると認められる者 

(4) 前３号に掲げるもののほか、会議を妨害し、又は他人に迷惑を及ぼすことを疑うに足りる顕著な事情が認められる者 

２ 委員長は、必要と認めたときは、会議を傍聴しようとする者に対し、係員に、前項第１号及び第２号に規定する物品を携帯して

いるか否かを質問させることができる。 

３ 委員長は、前項の規定による質問を受けた者がこれに応じないときは、その者の入場を禁止することができる。 

市 議 会 
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 第７条を第１０条とする。 

第６条の見出しを「（退場命令）」に改め、同条中「傍聴人」を「池田市議会常任委員会及び特別委員会条例（平成９年池田市条

例第３３号）第１５条第２項の規定により、委員長が傍聴人の退場を命ずることができる場合は、傍聴人」に、「委員会」を「委員

会室」に、「ときは、委員長は、これを退場させることができる」を「場合とする」に改め、同条を第９条とし、第５条の次に次の

３条を加える。 

（傍聴人の守るべき事項） 

第６条 傍聴人は、傍聴席にあるときは、次の事項を守らなければならない。 

(1) 静粛にすること。 

(2) 委員会室における言論に対して拍手その他の方法により公然と可否を表明し、又は委員会室にいる者に対して示威的行為をし

ないこと。 

(3) 携帯電話端末その他音を発する機器は、電源を切り、又は音を発しない状態にすること。 

(4) 飲食（体調管理のための水分補給を除く。）又は喫煙をしないこと。 

(5) 写真の撮影、録音、録画、放送等をしないこと（特に委員長の許可を得た者が行う場合を除く。）。 

(6) 前各号に掲げるもののほか、委員会室の秩序を乱し、会議を妨害し、又は他人の迷惑となる行為をしないこと。 

（傍聴人の退場）                         

第７条 傍聴人は、秘密会を開く議決があったとき又は傍聴を禁止されたときは、直ちに退場しなければならない。 

２ 傍聴人は、会議終了後は、速やかに退場しなければならない。 

（係員の指示） 

第８条 傍聴人は、全て係員の指示に従わなければならない。 

附則の次に次の３様式を加える。 

（様式 略） 

附 則 

この規程は、公表の日から施行する。 

 

                                                            

 

 

 

 

管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和８年４月２３日 

池田市公平委員会委員長 平 山 博 史 

池田市公平委員会規則第３号 

管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則 

管理職員等の範囲を定める規則（昭和４１年池田市公平委員会規則第１号）の一部を次のように改正する。 

別表市長部局の項中「債権回収センター所長、広報報道監、危機管理監、総括調整監、検査監、ダイバーシティ推進監、地域政策

推進監」を「総括調整監、広報報道監、危機管理監、地域政策推進監、検査監、ダイバーシティ推進監」に、「財政課において財政

を担当する者、法制課において法制を担当する者、総務課において総務を担当する者、秘書課において秘書を担当する者並びに人事

課において人事、給与及び職員を担当する者」を「秘書広報課において秘書を担当する者、人事課において人事、給与及び職員を担

当する者、法制課において法制を担当する者、総務課において総務を担当する者並びに財政課において財政を担当する者」に改める。 

別表農業委員会事務局の項の次に次のように加える。 

 

 

 

 別表中休日急病診療所の項を削る。 

「                                

                             

 

 

                             」    

附 則 

この規則は、公布の日から施行し、令和８年４月１日から適用する。 

 

                                                            

公平委員会 

 

業務センター 所長 

クリーンセンター 所長 

 

やまばと学園 園長 

業務センター 所長 

クリーンセンター 所長 

 

やまばと学園 園長 

 

を 別表中 
「 

」 
に改める。 
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池田市立幼稚園型認定こども園の教育職員の退職手当に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和８年５月２１日 

池田市教育委員会教育長 藤 井 彰 三  

池田市教育委員会規則第１３号 

池田市立幼稚園型認定こども園の教育職員の退職手当に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

池田市立幼稚園型認定こども園の教育職員の退職手当に関する条例施行規則（令和３年池田市教育委員会規則第９号）の一部を次

のように改正する。 

第１９条第２号中「同条第３項後段」を「同条第４項後段」に改める。 

第２０条第２項中「第１５条第３項の」を「第１５条第４項に規定する同条第１項各号に掲げる事項を記載した」に、「意見の聴

取公示通知書」を「意見の聴取通知書によるものとし、同条第４項に規定する公示事項（次項において「公示事項」という。）が記

載された書面は、意見の聴取公示送達書」に、「により行う」を「による」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 準用行政手続条例第１５条第４項（準用行政手続条例第２２条第３項において読み替えて準用する場合を含む。以下同じ。）に

規定する規則で定める方法は、退職手当管理機関の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ。）と公示事項の閲覧を

する者の使用に係る電子計算機（退職手当管理機関の使用に係る電子計算機と電気通信回線を通じて接続でき、正常に通信できる

機能を備えたものに限る。）とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織を使用する方法のうち、次の各号のいずれにも該当す

るものとする。 

(1) 退職手当管理機関の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録された公示事項を当該公示事項の閲覧をする者の使用

に係る電子計算機の映像面に表示するもの 

(2) インターネットに接続された自動公衆送信装置（著作権法（昭和４５年法律第４８号）第２条第１項第９号の５イに規定する

自動公衆送信装置をいう。）を使用するもの 

様式第１４号を次のように改める。 

（様式 略） 

   附 則 

 この規則は、令和８年５月２１日から施行する。 

 

                                                            

池田市立幼稚園型認定こども園教育職員休暇規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和８年６月１日 

池田市教育委員会教育長 藤 井 彰 三 

池田市教育委員会規則第１４号 

池田市立幼稚園型認定こども園教育職員休暇規則の一部を改正する規則 

池田市立幼稚園型認定こども園教育職員休暇規則（令和３年池田市教育委員会規則第２号）の一部を次のように改正する。 

別表第３職務に関し、証人、鑑定人及び参考人として国会、裁判所、地方公共団体の議会その他の官公署へ出る場合の項中「職務

に関し」を「職員が裁判員」に、「及び参考人」を「、参考人、被害者参加人等」に、「その他の」を「その他」に改め、同表職員

が裁判員として裁判所へ出る場合の項を削る。 

   附 則 

 この規則は、令和８年６月１日から施行する。 

教育委員会 
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